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北村晃寿
静岡大学理学部教授
専門：古生物学、地質学

津波堆積物からの
知見

日本古生物学会

津波堆積物：津波は海浜や浜堤の砂を湿地に運
搬し、津波堆積物をつくる。東北地方太平洋沖
地震に伴う巨大津波の津波堆積物は、仙台平野
では、津波の浸水深が6 m以上の場所でも厚さ
は0.4 m以下で、海岸線から内陸へ5.4 kmまで
しか分布していない（Goto et al., 2014, Marine 
Geol 358:38-48）。このように津波堆積物は局地
的分布だが、古文書以前の津波の直接的証拠で
ある。

相模トラフ沿いの海溝型地震：東京圏に津波災
害をもたらす大地震は、1703年元禄関東地震や
1923年大正関東地震などの相模トラフ沿いの海
溝型地震である（図1）。首都直下地震モデル
検討会は2013年に、津波堆積物や海岸段丘など
から、元禄関東地震と同等あるいはそれ以上の
規模の最大クラスの地震は2千～3千年間隔で、
大正関東地震クラスは200～400年間隔で発生し
たとし、大正関東地震クラスの津波を考慮する
ことが適切とした。なお、東京湾内での津波高
は、元禄関東地震は約3 mで、大正関東地震は
約2 mである。

津波堆積物調査からの知見：第一は1495年明応
関東地震に関するものである。鎌倉大日記にあ
る1495年の地震と津波は、1498年に南海トラフ
で起きた明応地震と津波の誤記という解釈があ
る。だが、静岡県伊東市宇佐美遺跡から15世紀
末の津波堆積物が発見され、鎌倉大日記と合う
ことが分かった（藤原 2015, 津波堆積物の科学, 
東京大学出版会）。しかし、元禄関東地震や大
正関東地震のような地震性隆起の報告例はな
い。

第二は南海トラフで発生する最大クラスの津
波に関するものである。東京圏に最大の被害を
与える想定では東京湾内の津波高は約2.5 mで
ある（図2）。この想定津波は静岡県にも最大の
被害を与えるが、同県では過去4千年間に、最
大クラスの津波の発生を示す津波堆積物は見
つかっていない（藤原 2013, GSJ地質ニュース, 
2(7), 197-200; Kitamura 2016, Prog Earth Planet 
Sci, 3:12 DOI: 10.1186/s40645-016-0092-7）。つま
り、最大クラスの津波は、過去4千年間に首都
圏に襲来していないことになり、首都直下地震
モデル検討会の提言を支持する。

図1　相模トラフ・南海トラフで発生した歴史地震 図2　�東京圏に被害を与える海溝型地震に伴う津波の想定と
静岡県の津波堆積物の分布
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